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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維を含む材料を乾式で解繊可能な解繊部と、
　前記解繊部で解繊された解繊物を気中で滞留させる滞留部と、
　前記解繊部から前記滞留部に向かって前記解繊物を搬送する第１搬送部と、
　前記滞留部、又は、前記滞留部よりも上流側の前記第１搬送部に、調湿された空気を供
給する水分供給部と、
　前記滞留部から搬送された前記解繊物の少なくとも一部を用いてシートを形成する形成
部と、
　を有し、
　前記滞留部は円筒状のふるいで構成された回転体を有しており、前記円筒状のふるいの
内側に、前記解繊物に接触可能で固定された固定部材を有することを特徴とする、シート
製造装置。
【請求項２】
　前記滞留部は前記解繊物を撹拌することを特徴とする、請求項１に記載のシート製造装
置。
【請求項３】
　前記回転体は、前記滞留部の内部で回転する回転子であることを特徴とする、請求項１
又は２に記載のシート製造装置。
【請求項４】
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　繊維を含む材料を乾式で解繊する解繊工程と、
　円筒状のふるいで構成された回転体を用いて前記解繊された解繊物を気中で滞留させる
滞留工程と、
　前記解繊物の少なくとも一部を用いてシートを形成する形成工程と、
を有し、
　前記滞留工程では、前記解繊物に対して、調湿された空気を供給し、前記円筒状のふる
いの内側に固定された固定部材を前記解繊物に接触させる、
ことを特徴とする、シート製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シート製造装置及びシート製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、シート製造装置においては、繊維を含む原料を水に投入し、主に機械的作用によ
り離解して、抄き直す、いわゆる湿式方式が採用されている。このような湿式方式のシー
ト製造装置は、大量の水が必要であり、装置が大きくなる。さらに、水処理施設の整備の
メンテナンスに手間がかかる上、乾燥工程に要するエネルギーが大きくなる。そこで、小
型化、省エネルギーのために、水を極力利用しない乾式によるシート製造装置が提案され
ている。例えば、特許文献１には、乾式解繊機において紙片を繊維状に解繊して、紙を成
形する紙再生装置が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－１４４８１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に開示された装置では、堆積させたウェブに少量の水分を添加し、ヒーター
ローラーで加熱加圧をしている。しかし、係る装置では、堆積する前の段階でウェブの原
料に水分を添加していない。そのため繊維が帯電しやすく、装置内で搬送中に装置の内壁
にシートの材料が付着するなどして、繊維の流れの脈動等が懸念される。また、例えば材
料を堆積（平積み）している状態で加湿空気等を当てるだけでは、堆積物の上部以外の部
分に加湿空気が触れにくく、十分な加湿が期待できない。また、堆積された後に搬送され
る時間が短いため、加湿空気と繊維との接触時間を長くとれず、材料を必ずしも十分には
加湿できないと考えられる。
【０００５】
　本発明の幾つかの態様に係る目的の一つは、繊維を含む原料に対して十分に水分を付与
することができ、製造されるシートの厚さの変動が小さく、安定に稼働できるシート製造
装置及びシート製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上記課題の少なくとも一部を解決するために為されたものであり、以下の態
様又は適用例として実現することができる。
【０００７】
　本発明に係るシート製造装置の一態様は、
　繊維を含む材料を乾式で解繊可能な解繊部と、
　前記解繊部で解繊された解繊物を気中で滞留させる滞留部と、
　前記解繊部から前記滞留部に向かって前記解繊物を搬送する第１搬送部と、
前記滞留部、又は、前記滞留部よりも上流側の前記第１搬送部に、調湿された空気を供給
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する水分供給部と、
　前記滞留部から搬送された前記解繊物の少なくとも一部を用いてシートを形成する形成
部と、
　を有する。
【０００８】
　このようなシート製造装置によれば、滞留部にて解繊物が滞留し、滞留部又は滞留部よ
りも上流側で調湿された空気が供給されるので、滞留している間に解繊物が調湿された空
気に触れて、調湿のための時間を十分にとることができる。これにより解繊物が調湿され
、解繊物の帯電等を抑制することができ、製造されるシートの厚さの変動が小さく、安定
した稼働が可能である。
【０００９】
　本発明に係るシート製造装置において、
　前記滞留部は前記解繊物を撹拌してもよい。
【００１０】
　このようなシート製造装置によれば、解繊物が撹拌されることで調湿された空気に解繊
物がさらに触れやすく、解繊物がより調湿されやすい。
【００１１】
　本発明に係るシート製造装置において、
　前記滞留部は回転体を有してもよい。
【００１２】
　このようなシート製造装置は、回転体を有することで解繊物が調湿された空気中を移動
して調湿されるため、さらに空気に触れやすくなり解繊物をより効率よく調湿できる。
【００１３】
　本発明に係るシート製造装置において、
　前記回転体は、円筒状のふるいであってもよい。
【００１４】
　このようなシート製造装置は、円筒状のふるいが回転することで解繊物が、調湿された
空気中で移動するため調湿されやすいとともに、ふるいにより所定の長さにふるわれるこ
とができる。
【００１５】
　本発明に係るシート製造装置において、
　前記円筒状のふるいの内側に、前記解繊物に接触可能で固定された固定部材を有しても
よい。
【００１６】
　このようなシート製造装置は、円筒状のふるいの下部に滞留した解繊物のうち下側の解
繊物が回転により移動し、固定部材に接触して滞留した解繊物の上に落ちるので、解繊物
がかき混ぜられて調湿されやすくなる。
【００１７】
　本発明に係るシート製造装置において、
　前記回転体は、前記滞留部の内部で回転する回転子であってもよい。
【００１８】
　このようなシート製造装置によれば、回転子が回転して滞留した解繊物をかき混ぜるた
め、解繊物をより効率よく調湿できる。
【００１９】
　本発明に係るシート製造方法の一態様は、
　繊維を含む材料を乾式で解繊する解繊工程と、
　前記解繊された解繊物を気中で滞留させる滞留工程と、
　前記解繊物の少なくとも一部を用いてシートを形成する形成工程と、
を有し、
　前記滞留工程では、前記解繊物に対して、調湿された空気を供給する。
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【００２０】
　このようなシート製造方法によれば、解繊物を滞留させた状態で調湿された空気に接触
させるため、調湿のための時間を十分にとることができる。これにより解繊物が調湿され
、解繊物の帯電等を抑制することができ、製造されるシートの厚さの変動が小さく、安定
したシートの製造が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】実施形態に係るシート製造装置を模式的に示す図。
【図２】実施形態に係る滞留部の構成例を示す模式図。
【図３】変形実施形態に係る篩の模式図。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下に本発明の幾つかの実施形態について説明する。以下に説明する実施形態は、本発
明の例を説明するものである。本発明は以下の実施形態になんら限定されるものではなく
、本発明の要旨を変更しない範囲において実施される各種の変形形態も含む。なお以下で
説明される構成の全てが本発明の必須の構成であるとは限らない。
【００２３】
　１．シート製造装置
　１．１．構成の概要
　まず、本実施形態に係るシート製造装置について、図面を参照しながら説明する。図１
は、本実施形態に係るシート製造装置１００を模式的に示す図である。
【００２４】
　シート製造装置１００は、図１に示すように、供給部１０と、製造部１０２と、制御部
１４０と、を備える。製造部１０２は、シートを製造する。製造部１０２は、粗砕部１２
と、解繊部２０と、分級部３０と、選別部４０と、混合部５０と、堆積部６０と、水分供
給部１２０と、ウェブ形成部７０と、シート形成部８０と、切断部９０と、を有している
。本明細書では、ウェブ形成部７０と、シート形成部と、を併せて形成部と称することが
ある。
【００２５】
　供給部１０は、粗砕部１２に原料を供給する。供給部１０は、例えば、粗砕部１２に原
料を連続的に投入するための自動投入部である。供給部１０によって供給される原料は、
例えば、古紙やパルプシートなどである。
【００２６】
　粗砕部１２は、供給部１０によって供給された原料を、空気中で裁断して細片にする。
細片の形状や大きさは、例えば、数ｃｍ角の細片である。図示の例では、粗砕部１２は、
粗砕刃１４を有し、粗砕刃１４によって、投入された原料を裁断することができる。粗砕
部１２としては、例えば、シュレッダーを用いる。粗砕部１２によって裁断された原料は
、ホッパー１で受けてから管２を介して、解繊部２０に移送（搬送）される。
【００２７】
　解繊部２０は、粗砕部１２によって裁断された原料を解繊する。ここで、「解繊する」
とは、複数の繊維が結着されてなる原料（被解繊物）を、繊維１本１本に解きほぐすこと
をいう。解繊部２０は、原料に付着した樹脂粒やインク、トナー、にじみ防止剤等の物質
を、繊維から分離させる機能をも有する。
【００２８】
　解繊部２０を通過したものを「解繊物」という。「解繊物」には、解きほぐされた解繊
物繊維の他に、繊維を解きほぐす際に繊維から分離した樹脂（複数の繊維同士を結着させ
るための樹脂）粒や、インク、トナーなどの色材や、にじみ防止材、紙力増強剤等の添加
剤を含んでいる場合もある。解きほぐされた解繊物の形状は、ひも（ｓｔｒｉｎｇ）状や
平ひも（ｒｉｂｂｏｎ）状である。解きほぐされた解繊物は、他の解きほぐされた繊維と
絡み合っていない状態（独立した状態）で存在してもよいし、他の解きほぐされた解繊物
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と絡み合って塊状となった状態（いわゆる「ダマ」を形成している状態）で存在してもよ
い。
【００２９】
　解繊部２０は、大気中（空気中）において乾式で解繊を行う。具体的には、解繊部２０
としては、インペラーミルを用いる。解繊部２０は、原料を吸引し、解繊物を排出するよ
うな気流を発生させる機能を有している。これにより、解繊部２０は、自ら発生する気流
によって、導入口２２から、原料を気流と共に吸引し、解繊処理して、排出口２４へと搬
送することができる。解繊部２０を通過した解繊物は、管３を介して、分級部３０に移送
される。
【００３０】
　分級部３０は、解繊部２０を通過した解繊物を分級する。具体的には、分級部３０は、
解繊物の中で比較的小さいものや密度の低いもの（樹脂粒や色材や添加剤など）を分離し
て除去する。これにより、解繊物の中で比較的大きいもしくは密度の高いものである繊維
の占める割合を高めることができる。
【００３１】
　分級部３０としては、気流式分級機を用いる。気流式分級機は、旋回気流を発生させ、
分級されるもののサイズと密度とにより受ける遠心力の差によって分離するものであり、
気流の速度及び遠心力の調整によって、分級点を調整することができる。具体的には、分
級部３０としては、サイクロン、エルボージェット、エディクラシファイヤーなどを用い
る。特にサイクロンは、構造が簡便であるため、分級部３０として好適に用いることがで
きる。
【００３２】
　分級部３０は、例えば、導入口３１と、導入口３１が接続された円筒部３２と、円筒部
３２の下方に位置し円筒部３２と連続している逆円錐部３３と、逆円錐部３３の下部中央
に設けられている下部排出口３４と、円筒部３２上部中央に設けられている上部排出口３
５と、を有している。
【００３３】
　分級部３０において、導入口３１から導入された解繊物をのせた気流は、円筒部３２で
円周運動に変わる。これにより、導入された解繊物には遠心力がかかり、分級部３０は、
解繊物のうちで樹脂粒や色材や添加剤よりも大きく密度の高い繊維（第１分級物）と、解
繊物のうちで繊維よりも小さく密度の低い樹脂粒や色材や添加剤など（第２分級物）と、
に分離することができる。第１分級物は、下部排出口３４から排出され、管４を介して、
選別部４０に導入される。一方、第２分級物は、上部排出口３５から管５を介して受け部
３６に排出される。
【００３４】
　選別部４０は、分級部３０を通過した第１分級物を導入口４２から導入し、繊維の長さ
によって選別する。選別部４０としては、例えば、円筒状の篩４６（ふるい）（回転体）
を用いる。選別部４０は、網（フィルター、スクリーン）を有し、第１分級物に含まれる
、網の目開きの大きさより小さい繊維又は粒子（網を通過するもの、第１選別物）と、網
の目開きの大きさより大きい繊維や未解繊片やダマ（網を通過しないもの、第２選別物）
と、を分けることができる。例えば、第１選別物は、ホッパー６で受けてから管７を介し
て、混合部５０に移送される。第２選別物は、排出口４４から管８を介して、解繊部２０
に戻される。具体的には、選別部４０は、モーターによって回転することができる円筒の
篩４６である。選別部４０の網は、例えば、金網、切れ目が入った金属板を引き延ばした
エキスパンドメタル、金属板にプレス機等で穴を形成したパンチングメタルを用いる。
【００３５】
　混合部５０は、選別部４０を通過した第１選別物と、樹脂を含む添加物と、を混合する
。混合部５０は、形成部の一部を構成する。混合部５０は、添加物を供給する添加物供給
部５２と、選別物と添加物とを搬送する管５４と、ブロワー５６と、を有している。図示
の例では、添加物は、添加物供給部５２からホッパー９を介して管５４に供給される。管
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５４は、管７と連続している。
【００３６】
　混合部５０では、ブロワー５６によって気流を発生させ、管５４中において、第１選別
物と添加物とを混合させながら、搬送することができる。なお、第１選別物と添加物とを
混合させる機構は、特に限定されず、回転する羽根により攪拌するものであってもよいし
、Ｖ型ミキサーのように容器の回転を利用するものであってもよい。また、混合部５０は
、回転する羽根を有する回転部を複数有し、第１選別物（繊維）と添加物（複合体（樹脂
））とを係る回転部を通過させて混合してもよい。
【００３７】
　添加物供給部５２としては、図１に示すようなスクリューフィーダーや、図示せぬディ
スクフィーダーなどを用いる。添加物供給部５２から供給される添加物は、複数の繊維を
結着させるための樹脂を含む。樹脂が供給された時点では、複数の繊維は結着されていな
い。樹脂は、シート形成部８０を通過する際に溶融して、複数の繊維を結着させる。
【００３８】
　添加物供給部５２から供給される添加物は、樹脂とワックスとを一体にした複合体であ
ってもよい。複合体は、単独又は適宜他の物質と混合して用いてもよい。また、添加物供
給部５２から供給される添加物は、繊維状であってもよく、粉末状であってもよい。
【００３９】
　なお、添加物供給部５２から供給される添加物には、繊維を結着させる樹脂（複合体と
して供給されてもよい）の他、製造されるシートの種類に応じて、繊維を着色するための
着色剤や、複合体や繊維の凝集を防止するための凝集抑制剤、繊維等が燃えにくくするた
めの難燃剤が含まれていてもよい。混合部５０を通過した混合物（第１選別物と添加物と
の混合物）は、管５４を介して、堆積部６０に移送される。
【００４０】
　堆積部６０は、混合部５０を通過した混合物を導入口６２から導入し、絡み合った解繊
物（繊維）をほぐして、気中で分散させながら降らせる。ここで気中とは、空気及び後述
の水分供給部１２０から供給される調湿された空気の混合気中という意味である。堆積部
６０は、形成部の一部を構成する。また、堆積部６０は、混合物を吐出してウェブ形成部
７０に降らせる吐出部ということができる。さらに、堆積部６０は、添加物供給部５２か
ら供給される添加物の樹脂が繊維状である場合、絡み合った樹脂をほぐす。これにより、
堆積部６０は、ウェブ形成部７０に、混合物を均一性よく堆積させることができる。
【００４１】
　堆積部６０としては、回転する円筒状の篩６６を用いる。堆積部６０は、網を有し、混
合部５０を通過した混合物に含まれる、網の目開きの大きさより小さい繊維又は粒子（網
を通過するもの）を降らせる。堆積部６０の構成は、例えば、選別部４０の構成と同じで
ある。なお、堆積部６０の「篩」は、特定の対象物を選別する機能を有していなくてもよ
い。すなわち、堆積部６０として用いられる「篩」とは、網を備えたもの、という意味で
あり、堆積部６０では、堆積部６０に導入された混合物の全てを降らしてもよい。
【００４２】
　本実施形態に係るシート製造装置１００は、堆積部６０の円筒の篩６６（回転体）の内
側に調湿された空気を導入する水分供給部１２０が設けられている。水分供給部１２０の
詳細については後述する。
【００４３】
　ウェブ形成部７０は、堆積部６０を通過した通過物を堆積して、ウェブＷを形成する。
ウェブ形成部７０は、形成部の一部を構成し、エアレイドによってウェブＷを形成する。
ウェブ形成部７０は、例えば、メッシュベルト７２と、張架ローラー７４と、サクション
機構７６と、を有している。
【００４４】
　メッシュベルト７２は、移動しながら、堆積部６０の開口（網の開口）を通過した通過
物を堆積する。メッシュベルト７２は、張架ローラー７４によって張架され、通過物を通



(7) JP 6379989 B2 2018.8.29

10

20

30

40

50

しにくく空気を通す構成となっている。メッシュベルト７２は、張架ローラー７４が自転
することによって移動する。メッシュベルト７２が連続的に移動しながら、堆積部６０を
通過した通過物が連続的に降り積もることにより、メッシュベルト７２上にウェブＷが形
成される。メッシュベルト７２は、例えば、金属製、樹脂製、布製、あるいは不織布等で
ある。メッシュベルト７２は、堆積部６０から降ってきた混合物を含む気流を受け、混合
物を捕集して気体を透過させる。
【００４５】
　サクション機構７６は、メッシュベルト７２の下方（堆積部６０側とは反対側）に設け
られている。サクション機構７６は、下方に向く気流（堆積部６０からメッシュベルト７
２に向く気流）を発生させることができる。サクション機構７６によって、堆積部６０に
より吐出され空気中に分散された混合物をメッシュベルト７２上に吸引することができる
。これにより、堆積部６０からの排出速度を大きくすることができる。さらに、サクショ
ン機構７６によって、混合物の落下経路にダウンフローを形成することができ、落下中に
解繊物や添加物が絡み合うことを防ぐことができる。
【００４６】
　以上のように、堆積部６０及びウェブ形成部７０（ウェブ形成工程）を経ることにより
、空気を多く含み柔らかくふくらんだ状態のウェブＷが形成される。メッシュベルト７２
に堆積されたウェブＷは、シート形成部８０へと搬送される。
【００４７】
　シート形成部８０は、メッシュベルト７２に堆積したウェブＷを加熱加圧してシートＳ
を成形する。シート形成部８０は、形成部の一部を構成する。シート形成部８０では、ウ
ェブＷにおいて混ぜ合された解繊物及び添加物の混合物に、熱を加えることにより、混合
物中の複数の繊維を、互いに添加物（樹脂）を介して結着することができる。また、シー
ト形成部８０では、ウェブＷに熱を加える他に、圧力を加えてもよく、両者は、同時又は
別個に行われてもよい。したがって、シート形成部８０は、加熱加圧部とみなすことがで
きる。
【００４８】
　シート形成部８０としては、例えば、加熱ローラー（ヒーターローラー）、加圧ローラ
ー、熱プレス成形機、ホットプレート、温風ブロワー、赤外線加熱器、フラッシュ定着器
を用いる。図示の例では、シート形成部８０は、第１結着部８２と第２結着部８４とを備
え、結着部８２，８４がそれぞれ一対の加熱ローラー８６を備えている。そして、一対の
加熱ローラー８６によって、ウェブＷを加熱加圧するように構成されている。結着部８２
，８４を加熱ローラー８６として構成したことにより、結着部８２，８４を板状のプレス
装置（平板プレス装置）として構成した場合に比べて、ウェブＷを連続的に搬送しながら
シートＳを成形することができる。なお、加熱ローラー８６の数、図示せぬ加圧ローラー
の数、及びそれらの配置の順序は、特に限定されない。
【００４９】
　切断部９０は、シート形成部８０によって成形されたシートＳを切断する。図示の例で
は、切断部９０は、シートＳの搬送方向と交差する方向にシートＳを切断する第１切断部
９２と、搬送方向に平行な方向にシートＳを切断する第２切断部９４と、を有している。
第２切断部９４は、例えば、第１切断部９２を通過したシートＳを切断する。
【００５０】
　以上により、所定のサイズの単票のシートＳが成形される。切断された単票のシートＳ
は、排出部９６へと排出される。
【００５１】
　１．２．繊維
　本実施形態のシート製造装置１００において、シートＳの原料となる繊維としては、特
に限定されず、広範な繊維材料を用いることができる。繊維としては、天然繊維（動物繊
維、植物繊維）、化学繊維（有機繊維、無機繊維、有機無機複合繊維）などが挙げられ、
更に詳しくは、セルロース、絹、羊毛、綿、大麻、ケナフ、亜麻、ラミー、黄麻、マニラ
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麻、サイザル麻、針葉樹、広葉樹等からなる繊維や、レーヨン、リヨセル、キュプラ、ビ
ニロン、アクリル、ナイロン、アラミド、ポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン
、ポリウレタン、ポリイミド、炭素、ガラス、金属からなる繊維が挙げられ、これらを単
独で用いてもよいし、適宜混合して用いてもよいし、精製などを行った再生繊維として用
いてもよい。原料としては、例えば、古紙、古布等が挙げられるが、これらの繊維の少な
くとも１種を含んでいればよい。また、繊維は、乾燥されていてもよいし、水、有機溶剤
等の液体が含有又は含浸されていてもよい。また、各種の表面処理がされていてもよい。
また、繊維の材質は、純物質であってもよいし、不純物、添加物及びその他の成分など、
複数の成分を含む材質であってもよい。
【００５２】
　本実施形態で使用される繊維は、独立した１本の繊維としたときに、その平均的な直径
（断面が円でない場合には長手方向に垂直な方向の長さのうち、最大のもの、又は、断面
の面積と等しい面積を有する円を仮定したときの当該円の直径（円相当径））が、平均で
、１μｍ以上１０００μｍ以下、好ましくは、２μｍ以上５００μｍ以下、より好ましく
は３μｍ以上２００μｍ以下である。
【００５３】
　本実施形態のシート製造装置１００で使用する繊維の長さは、特に限定されないが、独
立した１本の繊維で、その繊維の長手方向に沿った長さは、１μｍ以上５ｍｍ以下、好ま
しくは、２μｍ以上３ｍｍ以下、より好ましくは３μｍ以上２ｍｍ以下である。繊維の長
さが短い場合は、複合体と結着しにくいため、シートの強度が不足する場合があるが、上
記範囲であれば十分な強度のシートを得ることができる。
【００５４】
　また、繊維の平均の長さは、長さ－長さ加重平均繊維長として、２０μｍ以上３６００
μｍ以下、好ましくは２００μｍ以上２７００μｍ以下、より好ましくは３００μｍ以上
２３００μｍ以下である。さらに、繊維の長さは、ばらつき（分布）を有してもよく、独
立した１本の繊維の長さについて、１００以上のｎ数で得られる分布において、正規分布
を仮定した場合に、σが１μｍ以上１１００μｍ以下、好ましくは１μｍ以上９００μｍ
以下、より好ましくは１μｍ以上６００μｍ以下であってもよい。
【００５５】
　繊維の太さ、長さは、各種の光学顕微鏡、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）、透過型電子顕
微鏡、ファイバーテスター等により測定することができる。また顕微鏡観察の場合には、
必要に応じて観察試料の前処理を適宜施すことにより、断面観察、独立した１本の繊維の
両端を必要に応じて破断しないように引張った状態での観察を行うことが可能である。
【００５６】
　１．３．樹脂
　本実施形態のシート製造装置１００において、添加物供給部５２から供給される添加物
は、樹脂を含有する。樹脂は、樹脂粒子として供給されてもよいし、他の物質と複合化さ
れた複合体として供給されてもよい。
【００５７】
　樹脂の種類としては、天然樹脂、合成樹脂のいずれでもよく、熱可塑性樹脂、熱硬化性
樹脂のいずれでもよい。本実施形態のシート製造装置１００においては、複合体を構成す
る樹脂は、常温で固体である方が好ましく、プレ加熱部１１０やシート形成部８０におけ
る熱によって繊維を結着することに鑑みれば熱可塑性樹脂がより好ましい。
【００５８】
　天然樹脂としては、ロジン、ダンマル、マスチック、コーパル、琥珀、シェラック、麒
麟血、サンダラック、コロホニウムなどが挙げられ、これらを単独又は適宜混合したもの
が挙げられ、また、これらは適宜変性されていてもよい。
【００５９】
　合成樹脂のうち熱硬化性樹脂としては、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂
、ユリア樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、アルキド樹脂、ポリウレタン、熱硬化性ポリイ
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ミド樹脂などの熱硬化性樹脂が挙げられる。
【００６０】
　また、合成樹脂のうち熱可塑性樹脂としては、ＡＳ樹脂、ＡＢＳ樹脂、ポリプロピレン
、ポリエチレン、ポリ塩化ビニル、ポリスチレン、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リエチレンテレフタレート、ポリフェニレンエーテル、ポリブチレンテレフタレート、ナ
イロン、ポリアミド、ポリカーボネート、ポリアセタール、ポリフェニレンサルファイド
、ポリエーテルエーテルケトン、などが挙げられる。これらの樹脂は、単独又は適宜混合
して用いてもよい。また、共重合体化や変性を行ってもよく、このような樹脂の系統とし
ては、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂、スチレン－アクリル系共重合樹脂、オレフィン
系樹脂、塩化ビニル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリウレタン系樹
脂、ポリビニルアルコール系樹脂、ビニルエーテル系樹脂、Ｎ－ビニル系樹脂、スチレン
－ブタジエン系樹脂等が挙げられる。
【００６１】
　なお、樹脂を複合体として添加する場合において、複合体とし得る樹脂以外の物質とし
ては、繊維を着色するための着色剤、繊維等が燃えにくくするための難燃剤、複合体や繊
維の凝集を防止するための凝集抑制剤、有機溶剤、界面活性剤、防黴剤・防腐剤、酸化防
止剤・紫外線吸収剤、酸素吸収剤等が挙げられる。
【００６２】
　凝集抑制剤としては、各種使用しうるが、本実施形態のシート製造装置１００において
、供給部１０から、ウェブ形成部７０までにおいては、水を使用しない又はほとんど使用
しないため、複合体の表面に配置される（コーティング（被覆）等でもよい。）種のもの
を使用することが好ましい。このような凝集抑制剤としては、無機物からなる微粒子が挙
げられ、これを複合体の表面に配置することで、非常に優れた凝集抑制効果を得ることが
できる。凝集抑制剤の材質の具体例としては、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化亜鉛
、酸化セリウム、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、チタン酸ストロンチウム、チタ
ン酸バリウム、炭酸カルシウムを挙げることができる。
【００６３】
　混合部５０において、繊維と樹脂とが混ぜ合されるが、それらの混合比率は、製造され
るシートＳの強度、用途等により適宜調節されることができる。製造されるシートＳがコ
ピー用紙等の事務用途であれば、繊維に対する複合体の割合は、５質量％以上７０質量％
以下であり、混合部５０において良好な混合を得る観点、及び混合物をシート状に成形し
た場合に、重力によって複合体がさらに脱離しにくくする観点からは、５質量％以上５０
質量％以下が好ましい。
【００６４】
　１．４．水分供給部
　本実施形態のシート製造装置１００では、水分供給部１２０は、堆積部６０の回転する
篩６６（回転体）の内側に調湿された空気を導入する。水分供給部１２０から供給される
調湿された空気は、篩６６の内側に滞留する解繊物に気中で接触される。
【００６５】
　水分供給部１２０によって供給される調湿された空気は、例えば、微細水滴と混合され
た空気（水滴混合空気）によって生成される。水分供給部１２０は、微細水滴及び外部空
気の供給量を制御して、所定の含水率（湿度）を有する空気を供給する。なお、図示しな
いが、水分供給部１２０は、原料空気中や、篩６６の気中の水分量（湿度）を測定する湿
度測定手段を有してもよく、係る湿度測定手段の測定結果に応じて空気に混合する水分量
を調節（空気を調湿）してもよい。
【００６６】
　水分供給部１２０によって供給される調湿された空気の相対湿度は、３０％以上１００
％以下が好ましい。３０％未満であると、解繊物が搬送される際に帯電しやすくなる。な
お、調湿された空気には、繊維同士の付着を抑制する観点から、水滴が含まれないことが
好ましい。本実施形態では微細水滴を空気に混合しているが、水滴の体積を小さいため、
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水滴は速やかに蒸発して水蒸気となる。また、水分の供給は、微細水滴の他に直接水蒸気
（スチーム）を外部空気に混合して行ってもよい。なお、滞留部（本実施形態では堆積部
６０の回転する篩６６（回転体））や下流側の構成の温度環境によっては、結露等を生じ
ることがあるため、調湿された空気の相対湿度は１００％（飽和）でないことがより好ま
しい。
【００６７】
　水分供給部１２０で用いられる水としては、水道水、上水、再生水、イオン交換水、限
外ろ過水、逆浸透水、蒸留水などを利用することができる。これらのうち、イオン交換水
、限外ろ過水、逆浸透水、蒸留水などの純水又は超純水を用い、特にこれらの水を紫外線
照射又は過酸化水素添加などにより滅菌処理すると、長期間カビやバクテリアの発生を抑
制することができるのでより好ましい。
【００６８】
　水分供給部１２０から供給される調湿された空気は、繊維に接触することで、繊維に水
分を与えることができる。本実施形態のシート製造装置１００では、堆積部６０の回転す
る篩６６（回転体）の内側（滞留部）に調湿された空気が導入される。そのため、調湿さ
れた空気と繊維との接触時間が十分に長い。
【００６９】
　また、図示しないが、例えば、堆積部６０よりも上流側の、導入口６２に接続する管７
等に、調湿された空気を導入してもよい。このようにしても、滞留部が下流側に存在する
ことになり、調湿された空気と繊維との接触時間を十分に長くとることができる。
【００７０】
　また、堆積部６０の上流側で直接接続している管７だけでなく、本実施形態では、堆積
部６０（滞留部）よりも上流側の各構成、例えば、管２，３，４，７などの滞留部に向か
って解繊物（材料）を搬送する構成（第１搬送部に相当）の少なくとも１つに水分供給部
１２０が接続されれば、調湿された空気と材料との接触時間を十分に長くとることができ
る。さらに第１搬送部には、材料を搬送する構成以外の構成が含まれてもよい。
【００７１】
　そして、堆積部６０（滞留部）から、解繊物（材料）の搬送方向の下流に向かって、ウ
ェブ形成部７０、シート形成部８０及び切断部９０等の形成部（第２搬送部に相当）を経
て、シートＳが製造される。なお、本明細書では、滞留部に向かって材料を搬送する構成
を第１搬送部、滞留部から下流に向かって材料を搬送する構成を第２搬送部と称する。
【００７２】
　１．５．滞留部
　１．５．１．滞留部
　本実施形態のシート製造装置１００では、水分供給部１２０から導入される調湿された
空気は、シートＳの原料が滞留する堆積部６０の回転する篩６６（回転体）の内側に導入
される。すなわち、堆積部６０の回転する篩６６（回転体）の内側は、シートＳの材料が
滞留する滞留部となっている。しかも、篩６６は、回転するため、材料及び空気は、撹拌
される。そのため、効率よく材料に対する水分の付与を行うことができる。すなわち、撹
拌されることにより、繊維が空気中で移動する（微視的に見た繊維及び空気の相対的位置
が変化する）ため、繊維の周囲の空気は絶えず入れ替わる（かき混ぜられる）ことができ
る。これにより、繊維の平衡水分量に達するまでの時間を短縮することができる。
【００７３】
　本明細書において、「滞留」とは、篩６６内に導入された混合物が篩６６の目を通過す
るまでの最短時間よりも長い時間、篩６６内に混合物が滞在する状態をいう。ここで、篩
６６内に導入された混合物のうちの５０％以上が滞留することが望ましい。より多くの混
合物が滞留した方が望ましいため、さらに好ましくは７０％以上が滞留するのがよい。な
お、篩６６に混合物を気流で送る場合は、篩６６内を通過する気流の速度よりも、混合物
の速度の方が遅い状態を「滞留」としてもよい。
【００７４】
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　そのため、単に材料をほとんど滞留することなく搬送する管等に対して水分供給部１２
０から調湿された空気を供給する場合と比較して、滞留部では調湿された空気と繊維との
接触時間が十分に長い。これにより、特定の湿度雰囲気において、繊維に含まれる水分を
、繊維の平衡水分量へと近づけるための時間を長くとることができる。
【００７５】
　このように滞留部に水分供給部１２０から調湿された空気を供給することで、装置のス
ループットを低下させることなく、繊維への水分の付与を行うことができる。これにより
、材料の帯電が抑制され、装置内への材料の付着を抑制できる。したがって、付着した材
料が塊となって搬送されるような材料の流れの脈動を抑制することができ、厚さや坪量の
変動の少ないシートＳを安定して製造することができる。
【００７６】
　１．５．２．滞留部の変形
　上述のシート製造装置１００の例では、堆積部６０の回転する篩６６（回転体）が滞留
部であった。しかし、滞留部は、選別部４０の篩４６（回転体）であってもよい。篩４６
は、既に述べたとおり、篩６６と同様の構造を有しており、材料の滞留部としても機能で
きる。したがって、水分供給部１２０から、篩６６の内部に調湿された空気を導入した場
合でも、上記実施形態と同様の作用機能を奏することができる。また、水分供給部１２０
は、複数あってもよく、選別部４０の篩４６及び堆積部６０の篩６６の両者に対して調湿
された空気を導入してもよい。さらに、篩４６及び篩６６は、いずれも滞留部となってい
るため、これらの上流側の管２，３，４，７等に、調湿された空気を導入しても同様の効
果が得られる。
【００７７】
　さらに、滞留部は、上述の管２，３，４，７等の材料を搬送する経路にも設けることが
できる。図２は、このような滞留部の一例としての、滞留部１３０を模式的に示している
。図２（ａ）に例示する滞留部１３０は、流入口１３１、滞留管１３２及び流出口１３３
が連結されており、流入口１３１から導入された材料及び空気が滞留管１３２を経て流出
口１３３から排出されるようになっている。そして、滞留部１３０は、上述の管２，３，
４，７の少なくとも１つに接続されることができる。また、管２，３，４，７の端部に設
けられても、中間（途中の位置）に設けられてもよい。
【００７８】
　さらに、係る滞留部１３０は、スクリュー形状の羽根１３５を有する回転子１３４を備
えており、滞留管１３２の長手方向の軸に沿って回転子１３４が回転するように構成され
ている。回転子１３４の羽根１３５のピッチや、回転子１３４の回転方向や回転速度は、
特に限定されず、装置の状況により適宜に設定され得る。
【００７９】
　滞留部１３０は、流入口１３１よりも滞留管１３２の流路断面積が大きいため、流入口
１３１から材料及び空気が導入されると、空気の流速が滞留管１３２において低下するた
め、気流に乗せて搬送できる材料の量が低下し、空気の流通速度よりも材料の流通速度の
ほうが小さくなる。そのため、滞留管１３２は、材料を滞留させることができる。この例
では、水分供給部１２０から、滞留管１３２に対して調湿された空気が導入される。これ
により、材料の調湿を効率よく行うことができる。
【００８０】
　さらに、図示のように、回転子１３４を回転させることによって、材料が撹拌され、よ
り効率よく材料に対する水分の付与を行うことができる。すなわち、かき混ぜられる（撹
拌される）ことにより、繊維が空気中で移動する（微視的に見た繊維及び空気の相対的位
置が変化する）ため、繊維の周囲の空気は絶えず入れ替わることができる。
【００８１】
　なお、滞留部１３０の上流側の管２，３，４，７等の構成に、調湿された空気を導入し
ても同様の効果が得られる。また、滞留部１３０を通過する材料や空気の抵抗となりにく
い観点からは、回転子１３４の羽根１３５と滞留管１３２との間に隙間が形成されている
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ことが好ましい。さらに、ここでは螺旋型（スクリュー形状）の回転子１３４の羽根１３
５は、同様の観点から、回転軸に平行な単数又は複数の平板状や、いわゆるパドル状（回
転軸から放射状に延びる単数又は複数の棒状）の羽根形状であってもよい。
【００８２】
　図２（ｂ）は、回転子１３４の変形例を模式的に示している。図２（ｂ）に示すように
、回転子１３４の羽根１３５には、羽根１３５の表面から突出する突部１３６が設けられ
てもよい。回転子１３４に突部１３６が形成されることにより、滞留管１３２の中での材
料及び空気の撹拌効率を高めることができる。例えば、図示のように突部１３６を形成す
ると、回転子１３４の回転により、滞留している材料を重力の作用する方向とは反対の方
向に舞い上がらせる作用を高めることができる。これにより、下側に材料が溜まって調湿
された空気に触れないことを抑制し、さらに調湿の効率を高めることができ、繊維の平衡
水分量に達するまでの時間を短縮することができる。なお、突部１３６の形状は、特に限
定されないが、材料が突部１３６によって捕獲されにくい形状とすることが望ましい。そ
のような形状としては、頂点や裾がなだらかな錐状、湾曲した板状など、断面において鋭
角の輪郭が現れない形状が好ましい。
【００８３】
　図３は、上述した堆積部６０及び選別部４０の篩の変形例を模式的に示している。変形
例に係る篩８００は、回転体としてのドラム部３００の他に、固定部材６００を備えてい
る。なお、ドラム部３００の内側の空間は、滞留部として機能する点は上述の篩６６，４
６と同様である。
【００８４】
　ドラム部３００には、図３に示すように、少なくとも繊維を含む材料が空気中で通過す
る複数の開口３１１（篩の目）を有する開口部３１０と、開口３１１を有しない筒状部３
１５とを有している。開口部３１０と筒状部３１５は溶接やネジなどで締結され、一体的
に回転する。開口部３１０は、複数の開口３１１（パンチングメタル）が設けられている
。当該開口３１１から分散された繊維を含む材料が通過するように構成され、繊維を含む
材料の大きさ、種類等により開口３１１の大きさや形成領域等が適宜設定されている。な
お、開口部３１０は、パンチングメタルに限定されず、金網材であってもよい。複数の開
口３１１の大きさ（面積）は同じで、それぞれが等間隔で配置されている。本変形例では
、ドラム部３００が回転することで所定の材料が開口３１１を通過する。ドラム部３００
の回転中心軸Ｒは水平方向である。
【００８５】
　また図３に示すように、篩８００は、ドラム部３００における回転中心軸Ｒの延接方向
の両端には、回転しない２つの側部５００（５００ａ，５００ｂ）を有している。そして
、一方の側部５００ａに備えられドラム部３００に材料を導入する、導入部５４０を備え
ている。なお、ドラム部３００は図示しない支持部により回転可能に支持されている。
【００８６】
　側部５００ａ、５００ｂは筒状部３１５ａ、３１５ｂの外側に、図示せぬ固定のフラン
ジ部をそれぞれ有し、筒状部３１５とパイルシールにより接している。側部５００ａ、５
００ｂは、図示しない外部フレームに固定されている。側部５００ａには、繊維を含む材
料をドラム部３００内部に供給するための導入部５４０の一部を構成する材料供給口５６
０が設けられている。材料供給口５６０の配置位置は、回転中心軸Ｒと同じ中央部、或い
は、回転中心軸Ｒよりも鉛直方向における上側に離間する位置に配置される。
【００８７】
　ドラム部３００内の材料は下方に溜まるので、材料供給口５６０を回転中心軸Ｒと同じ
位置に配置することにより、ドラム部３００の側部５００ａのほぼ真ん中から材料が供給
される。すなわち、材料が溜まっていない（密度の低い）空間に供給されるので、材料同
士の衝突が低減され、円滑に材料を供給することができる。
【００８８】
　そして、図３に示すように、ドラム部３００内に固定部材６００が固定して配置されて
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いる。固定部材６００は、図３に示すように、ドラム部３００内において、回転中心軸Ｒ
よりも鉛直方向における上側に離間して固定して配置されている。固定部材６００は、回
転するドラム部３００とともに移動する材料と接触可能な部材である。回転中心軸Ｒの延
設方向において、固定部材６００は開口部３１０よりも大きく、ドラム部３００よりも小
さい。そのため、固定部材６００は、少なくとも開口部３１０とともに移動する材料と接
触することができる。
【００８９】
　そして、図３に示すように、固定部材６００は２つの側部５００ａ，５００ｂに固定さ
れている。固定部材６００と筒状部３１５の内側面との間に隙間（空間）６６０を設けた
状態で、固定部材６００と各側部５００ａ，５００ｂとが固定具６１０で接続固定されて
いる。つまり、固定部材６００はドラム部３００とは離間して配置されている。これによ
り、ドラム部３００は回転するが、固定部材６００、側部５００ａ，５００ｂは回転しな
いように固定されている。また、固定具６１０は、固定部材６００から固定部材６００の
長手方向に延びて各側部５００ａ，５００ｂに接続される。すなわち、固定部材６００の
鉛直方向における下方のドラム部３００の回転中心軸Ｒ付近には固定具６１０等が配置し
ておらず、固定部材６００に接触した材料は、障害物等に接触することなく下方に落下す
る。なお、固定具６１０は固定部材６００よりも小さく、回転するドラム部３００ととも
に移動する材料と接触しにくい。
【００９０】
　また、固定部材６００は、材料と接触する部分が面状である。本実施形態では、断面が
四角い板状部材である。これにより、固定部材６００に対して効率よく回転する繊維が接
触する。固定部材の材料と接触する部分は、面状であればよく、平面でも曲面でもよい。
面状は、その面に凸や凹が無い状態を言う。凸や凹があると材料が引っかかってしまう。
引っかからないように凸や凹の端部をテーパ形状にしたり湾曲形状にしていれば面状とみ
なす。
【００９１】
　ドラム部３００を回転中心軸回りに回転させると、ドラム部３００の回転に伴ってドラ
ム部３００内の繊維を含む材料もドラム部３００の回転方向に回転する。また、材料は遠
心力により開口部３１０の内周面に押し圧され、開口３１１の目開きの大きさよりも小さ
い繊維は開口３１１を通過する。ここで、ドラム部３００内におけるドラム部３００の回
転中心軸Ｒよりも鉛直方向における上側に離間した位置には固定部材６００が配置されて
おり、開口部３１０の内周面に材料が貼り付いた状態で回転移動する材料は固定部材６０
０に接触（衝突）する。そして、接触した材料は、開口部３１０の内周面から剥がれ落ち
、剥がれ落ちた材料は、再度回転移動される。このとき、繊維が絡み合ったダマなどは衝
突や落下の際に絡み合った状態が解けてほぐされる。これにより、開口３１１を通過しや
すくなり、篩機能の効率を向上させることができる。また、開口部３１０の内周面に貼り
付いた材料を剥がすことで、複数の開口を露出させることができ、材料が開口を通過しや
すくすることができる。
【００９２】
　このような変形例の篩８００は、下部に滞留した解繊物を含む材料のうち、下側の材料
が回転により移動し、固定部材６００に接触して滞留した材料の上に落ちるので、材料が
より効率よくかき混ぜられる。そのため、調湿された空気が導入された場合に、調湿され
やすい。
【００９３】
　１．５．３．滞留部の作用等
　上記の通り、滞留部は、解繊物やこれを含む材料を気中で滞留させる。そして、滞留部
に、又は、滞留部よりも上流側に調湿された空気が導入されることにより、材料が効率的
に調湿される。材料が調湿されることにより、静電気の発生が抑制され、例えば、装置の
内壁への付着が抑制される。これにより、材料が装置内に付着して集積することや、集積
した材料が下流に一気に流れるような、材料の流れの脈動を抑制することができる。さら
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に、滞留部は、材料の搬送量の変動の影響を抑制する機能も有する。すなわち、仮に、滞
留部よりも上流側で、搬送量の増減が生じたとしても、搬送量の増減を吸収して、滞留部
よりも下流側における搬送量を安定化することができる。
【００９４】
　２．シート製造方法
　本実施形態のシート製造方法は、解繊工程と、滞留工程と、シートを形成する形成工程
と、を有し、滞留工程で、解繊物に対して、調湿された空気を供給する。
【００９５】
　本実施形態のシート製造方法の解繊工程は、繊維を含む材料を解繊する工程であり、例
えば、上述のシート製造装置の項で述べた解繊部２０を用いて行うことができる。また、
滞留工程は、解繊された解繊物を気中で滞留させる工程であり、上述のシート製造装置の
項で述べた選別部４０の篩４６、堆積部６０の篩６６、変形例に係る滞留部１３０、変形
例に係る篩８００により行うことができる。また、形成工程は、解繊物の少なくとも一部
を用いてシートを形成する工程であり、上述の分級部３０、選別部４０、混合部５０、堆
積部６０、ウェブ形成部７０及びシート形成部８０により行うことができる。そして、滞
留工程で、解繊物に対して、調湿された空気を供給することは、上述の水分供給部１２０
から、滞留部の上流側に調湿された空気を導入することにより行うことができる。各構成
の詳細はシート製造装置の項で述べたと同様であり説明を省略する。
【００９６】
　３．シート
　本実施形態のシート製造装置１００又はシート製造方法によって製造されるシートＳは
、少なくとも上述の繊維を原料とし、シート状にしたものを主に指す。しかしシート状も
のに限定されず、ボード状、ウェブ状、又は凹凸を有する形状であってもよい。本明細書
におけるシートとは、紙と不織布に分類できる。紙は、例えば、パルプや古紙を原料とし
シート状に成形した態様などを含み、筆記や印刷を目的とした記録紙や、壁紙、包装紙、
色紙、画用紙、ケント紙などを含む。不織布は、紙より厚いものや低強度のものであり、
一般的な不織布、繊維ボード、ティッシュペーパー、キッチンペーパー、クリーナー、フ
ィルター、液体吸収材、吸音体、緩衝材、マットなどを含む。
【００９７】
　なお、不織布の場合には、繊維と繊維との間の間隔が広い（シートの密度が小さい）。
これに対して紙は、繊維と繊維との間の間隔が狭い（シートの密度が大きい）。そのため
、本実施形態のシート製造装置１００、又はシート製造方法によって製造されるシートＳ
が紙であるほうが、シートＳとしたとき密度が高く、本発明の作用、機能をより顕著に発
現することができる。
【００９８】
　４．その他の事項
　本明細書において、「均一」との文言は、均一な分散や混合という場合には、２種以上
又は２相以上の成分を定義できる物体において、１つの成分の他の成分に対する相対的な
存在位置が、系全体において一様、又は系の各部分において互いに同一若しくは実質的に
等しいことを指す。また、着色の均一性や色調の均一性は、シートを平面視したときに色
の濃淡がなく、一様な濃度であることを指す。
【００９９】
　本明細書において、「均一」「同じ」「等間隔」など、密度、距離、寸法などが等しい
ことを意味する言葉を用いている。これらは、等しいことが望ましいが、完全に等しくす
ることは難しいため、誤差やばらつきなどの累積で値が等しくならずにずれるのも含むも
のとする。
【０１００】
　なお、本明細書では、シート製造装置において、製造されるシートの材料（原料、被解
繊物、解繊物（繊維）、ウェブ等）の流れ（概念的な流れを含む）に対して、「上流」、
「下流」等の表現を用いる。また、「上流側（下流側）」という表現は、構成等の位置を
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相対的に特定する場合に用い、例えば、「ＡがＢの上流側（下流側）にある」などという
場合には、Ａの位置がＢの位置に対して、シートの材料の流通方向に照らして上流（下流
）にあることを指す。
【０１０１】
　本発明は、上述した実施形態に限定されるものではなく、さらに種々の変形が可能であ
る。例えば、本発明は、実施形態で説明した構成と実質的に同一の構成（機能、方法及び
結果が同一の構成、あるいは目的及び効果が同一の構成）を含む。また、本発明は、実施
形態で説明した構成の本質的でない部分を置き換えた構成を含む。また、本発明は、実施
形態で説明した構成と同一の作用効果を奏する構成又は同一の目的を達成することができ
る構成を含む。また、本発明は、実施形態で説明した構成に公知技術を付加した構成を含
む。
【符号の説明】
【０１０２】
１…ホッパー、２，３，４，５…管、６…ホッパー、７，８…管、９…ホッパー、１０…
供給部、１２…粗砕部、１４…粗砕刃、２０…解繊部、２２…導入口、２４…排出口、３
０…分級部、３１…導入口、３２…円筒部、３３…逆円錐部、３４…下部排出口、３５…
上部排出口、３６…受け部、４０…選別部、４２…導入口、４４…排出口、４６…篩、５
０…混合部、５２…添加物供給部、５４…管、５６…ブロアー、６０…堆積部、６２…導
入口、６６…篩、７０…ウェブ形成部、７２…メッシュベルト、７４…張架ローラー、７
６…サクション機構、８０…シート形成部、８２…第１結着部、８４…第２結着部、８６
…加熱ローラー、９０…切断部、９２…第１切断部、９４…第２切断部、９６…排出部、
１００…シート製造装置、１０２…製造部、１２０…水分供給部、１３０…滞留部、１３
１…流入口、１３２…滞留管、１３３…流出口、１３４…回転子、１３５…羽根、１３６
…突部、３００…ドラム部、３０６…開放口、３１０…開口部、３１１…開口、３１５，
３１５ａ，３１５ｂ…筒状部、５００，５００ａ，５００ｂ…側部、５４０…導入部、５
６０…材料供給口、６００…固定部材、６１０…固定具、Ｗ…ウェブ、Ｓ…シート
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